
 

 

 

 

第２部 

 

福岡県男女共同参画計画 

 
 

１ 第４次福岡県男女共同参画計画 施策体系（平成２８年度～令和２年度） 

 

２ 第４次福岡県男女共同参画計画の成果指標・平成３０年度実績 

 

３ 第４次福岡県男女共同参画計画の具体的施策実施状況（平成３０年度） 

 

 

 

８ 健康 

（１）乳がん、子宮がん死亡率と検診受診率の推移 

女性特有のがんである乳がん及び子宮がんの 75 歳未満年齢調整死亡率は、近年ほぼ横ばいと

なっています。「国民生活基礎調査」における乳がん及び子宮頸がんの検診受診率は、平成 22
年に上昇し、それ以降は横ばいで推移しています。 

≪図表８－１ 乳がん、子宮がんの死亡率、検診受診率の推移（福岡県）≫

 
※ 図表上、平成 19 年度以前の受診率は、乳がんは 40 歳以上、子宮頸がんは 20 歳以上で算出 

（前年度受診者数）＋（当該年度受診者数）/（当該年度対象者数）×100 
※ 平成 22 年度以降の受診率は、乳がん 40～69 歳、子宮頸がんは 20～69 歳で算出 

（前年度受診者数）＋（当該年度受診者数）－（２年連続の受診者数）/（当該年度対象者数）×100 
備考：国立がん研究センターがん情報サービス「がん登録・統計」、厚生労働省「国民生活基礎調査」 

 

（２）自然死産数及び人口死産数、周産期死亡数、周産期死亡率年次推移 

県内の自然死産数、周産期死亡数及び周産期死亡率、人工死産数は、平成 30 年は前年に比べ

減少し、自然死産数、人口死産数は過去最少の数値になっています。 
≪図表８－２ 自然死産数及び人口死産数、周産期死亡数、周産期死亡率年次推移（福岡県）≫ 

 

 
 

  昭 45 平 2 平 12 平 22 平 28 平 29 平 30 

自然死産 3,602 1,051 593 582 450 470 410 

人工死産 2,597 1,638 1,265 784 568 603 545 

周産期死亡数 1,654 292 251 200 149 163 149 

周産期死亡率 23.8 6.1 5.3 4.3 3.4 3.7 3.5 

※ 周産期死亡 ：妊娠満 22 週以後の死産と生後１週未満の早期新生児死亡をあわせたもの 
※ 周産期死亡率：出産 1,000 件に対する周産期死亡件数の率 

備考：厚生労働省「人口動態統計」 
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１ 第４次福岡県男女共同参画計画 施策体系 

 

 

 

 

 

  

２ 地域・社会活動における 

女性の活躍促進 

３ 誰もが安全・安心に暮らせる 

社会の実現 

４ 男女共同参画社会の実現に 

向けた意識改革・教育の推進 

（1）地域における男女共同参画の推進 

①地域コミュニティの運営における男女共同参画の推進 

②防災・災害復興における男女共同参画の推進 

③市町村の取組への支援 

④県・市町村の審議会等における女性登用の推進 

（2）女性の活躍による地域の活性化 

①農林水産業における女性の参画促進 

②商工自営業における女性の参画促進 

③地域づくりへの女性の参画促進 

（1）配偶者からの暴力防止及び被害者支援 

（2）性犯罪等の防止及び被害者支援 

（3）貧困など生活上の困難や人権課題に直面した 

女性等への支援 

①母子家庭の母などひとり親家庭への支援 

②高齢者、障がい者、外国人、同和地区の女性、性的少数者等

が安心して暮らせる環境の整備 

（4）生涯を通じた男女の健康支援 

①生涯を通じた女性の健康支援 

②妊娠・出産の健康支援 

③男性の心身の健康維持の推進 

④女性のスポーツ活動の推進 

（1）意識改革のための啓発推進 

（2）男性の意識改革の促進 

（3）学校教育における男女共同参画の推進 

①男女共同参画を推進する教育の実施と教職員等への 

理解促進 

②男女共同参画の視点に立ったキャリア教育・進路指導

の推進 

１ 働く場における 

女性の活躍促進 

（福岡県女性の職業生活にお

ける活躍の推進に関する施策

についての計画） 

目 標 

施策の方向 

（1）雇用の場における男女共同参画の推進 

①女性の就業継続促進及び男女の働き方の見直し 

②仕事と生活が両立できる環境の整備 

③男女の均等な雇用及び待遇の確保 

④企業等における女性の登用推進 

⑤自治体における女性職員の登用推進及び職員の仕事と

生活の両立促進 

（2）女性のニーズに応じた就業の促進 

①非正規雇用労働者の処遇改善、正規雇用への転換支援 

②女性の再就職の支援 

③女性の起業の促進 

④農林水産・商工等の自営業における女性の経営参画の

促進 

○男女がともに個性と能力を発揮できる豊かで活力ある社会 

○性別にかかわらず、人権が尊重され、安心して暮らすことができる社会 

○仕事と生活の両立を実現し、女性がいきいきと活躍する社会 

目
指
す
姿 
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２ 第４次福岡県男女共同参画計画の成果指標・平成３０年度実績 

目標１ 働く場における女性の活躍促進 

番号 指標 
目標数値 

（目標年度） 

Ｈ27 年度 

状況 

Ｈ30 年度 

実績数値 

1 25～44 歳の女性就業率 
73％ 

（R1） 

70.3% 

（H24） 

74.3% 

(H29) 

2 
子育て応援宣言企業の登

録数 

8,000 社 

（R3）＊新たな目標値

6,000 社 

（H28） 

5,455 社 

(H28.3.31 現在) 

6,806 社 

(H31.3.31 現在) 

3 
子育て応援宣言企業の従

業員の育児休業取得率 

女性:毎年97％以上 

男性:13％以上 

（R1） 

女性：96.2% 

男性： 5.4% 

女性：98.3% 

男性： 5.2% 

4 保育所待機児童の解消 
0 人 

（R1） 

759 人 

（H27.4.1 現在） 

995 人 

（H30.4.1 現在） 

5 病児保育の拡大 
98 か所 

（R1） 

87 か所 

(H28.3.31 現在） 

99 か所 

(H31.3.31 現在) 

6 
事業所管理職（課長相当職

以上）に占める女性の割合 

16％以上 

（R1） 

13.9% 

（H25） 

14.0% 

(H28) 

7 
県の管理職等に占める女

性の割合 

（知事部局等） 

課長相当職以上 

15％ 

課長補佐相当職 

20％ 

ライン係長相当職 

35％ 

（R2） 

課長相当職以上 

9.1％ 

課長補佐相当職 

12.7％ 

ライン係長相当職 

24.3％ 

 

課長相当職以上 

12.4％ 

課長補佐相当職 

17.7％ 

ライン係長相当職 

32.2％ 

（H30.4.1 現在） 

（教育庁） 

課長相当職以上 

15％ 

課長補佐相当職 

20％ 

ライン係長相当職 

35％ 

（R2） 

課長相当職以上 

9.3％ 

課長補佐相当職 

16.1％ 

ライン係長相当職 

31.3％ 

 

課長相当職以上 

13.0％ 

課長補佐相当職 

22.4％ 

ライン係長相当職 

44.9％ 

（H30.4.1 現在） 

8 

全警察官に占める女性警察官の

割合（福岡県警察における女性

警察官採用・登用拡大計画） 

10％ 

（R5）＊新たな目標値

6.3% 

(H27.4.1 現在) 

7.3％ 

(H30.4.1 現在) 

9 
子育て女性就職支援セン

ターによる就職者数 

750 人 

（R1） 

※毎年度目標 

624 人 
802 人 

(H31.3.31 現在) 

10 女性農林漁業者新規起業数 

100 件 

(H29～R3 合計) 

＊新たな目標値 

19 件 

(H28.3.31 現在) 

累計 69 件 

(H29～H30) 

うち H30 は 48 件 
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目標２ 地域・社会活動における女性の活躍促進 

番号 指標 
目標数値 

（目標年度） 

Ｈ27 年度 

状況 

Ｈ30 年度 

実績数値 

11 
自治会長における女性の

割合 

12％以上 

（R2） 
8.2％ 

8.8％ 

（H30.4.1 現在） 

12 
市町村審議会等委員に占

める女性の割合 

40％ 

（R2） 
29.8％ 

32.1％ 

（H30.4.1 現在） 

13 
県審議会等委員に占める

女性の割合 

42％以上 

（R1） 
41.2％ 

40.8％ 

（H30.4.1 現在） 

14 女性農業委員数 

120 人 
（R3）＊新たな目標値 

100 人 
（H28） 

88 人 
98 人 

(H31.3.31 現在) 

目標３ 誰もが安全・安心に暮らせる社会の実現 

番号 指標 
目標数値 

（目標年度） 

Ｈ27 年度 

状況 

Ｈ30 年度 

実績数値 

15 デートＤＶに対する認識度 
70％ 

（R2） 

35.4％ 

（H26） 
－ 

16 
ＤＶ相談窓口についての

周知度 

80％ 

（R2） 

66.7％ 

（H26） 
－ 

17 
ＤＶ防止及び被害者の支援に関す

る基本計画を策定した市町村数 

60 団体 

（R2） 
39 団体 

58 団体 

(H31.3.31 現在) 

18 ＤＶ相談窓口設置市町村数 
60 団体 

（R2） 

47 団体 

（H26） 

59 団体 

(H31.3.31 現在) 

19 
ＤＶ被害者支援に関する庁内連絡

会議を設置した市町村数 

60 団体 

（R2） 
16 団体 

40 団体 

(H31.3.31 現在) 

20 
女性と子どもの安全みま

もり企業数  

7,000 事業所 
（R3）＊新たな目標値

4,500 事業所 
（H28） 

3,714 事業所 
6,385 事業所 

(H31.3.31 現在) 

21 がん検診受診率 

50％ 
（R5）＊新たな目標値 

50％（胃がん、肺

がん、大腸がんは

当面 40%）（H29） 

子宮がん 40.0％ 
乳がん   39.4％ 
胃がん   36.4％ 
肺がん   36.2％ 
大腸がん 32.1％ 

（H25） 

子宮がん 37.9％ 
乳がん   40.9％ 
胃がん   38.2％ 
肺がん   40.9％ 
大腸がん 36.4％ 

 （H28） 

目標４ 男女共同参画社会の実現に向けた意識改革・教育の推進 

番号 指標 
目標数値 

（目標年度） 

Ｈ27 年度 

状況 

Ｈ30 年度 

実績数値 

22 
「男は仕事、女は家庭」という考え方（性

別役割分担）に賛成しない人の割合 

過半数以上 

（R2） 

51.5% 

（H26） 
－ 

23 
家事を自分・パートナー同程度に行

っていると回答する男性の割合 

30％ 

（R2） 

22.1% 

（H26） 
－ 
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第４次福岡県男⼥共同参画計画の具体的施策実施状況

施策・事業等名
事業
再掲

H30年度の事業等の概要・実績・成果等
H30当初
予算額
(千円)

予算事項名 所管課（室）名

目標１　働く場における女性の活躍促進

（１）雇用の場における男女共同参画の推進

①女性の就業継続促進及び男女の働き方の見直し

子育て応援宣言企
業の推進

・企業や事業所の代表者が、従業員の仕事と子育ての両立を支援する
具体的な取組を自主的に宣言し、それを県が登録する「子育て応援宣
言企業」の登録を拡大
・「子育て応援宣言企業・事業所知事表彰」を実施。表彰5社、うち1
社を男性の育児参加促進企業として表彰
・九州・山口の経済界・自治体が一体となったワーク・ライフ・バラ
ンス推進キャンペーンを実施
・登録企業数：6,806社（H30）
・宣言企業における女性従業員の育児休業取得率：98.3%（H30）

3,486
子育て応援宣言
企業推進事業費

労働局新雇用開発
課

介護応援宣言企業
登録制度の創設

・企業や事業所の代表者が、従業員の仕事と介護の両立を支援する具
体的な取組を自主的に宣言し、それを県が登録する「介護応援宣言企
業登録制度」を実施

・登録企業数：572社（H30）

400
介護応援宣言企
業推進費

労働局新雇用開発
課

企業における女性
の活躍推進

1-(1)
④

4-(2)

・企業や団体等が女性の登用促進や働きやすい環境整備などのために
実施する研修等に講師を派遣（のべ26回）
・企業の経営者や人事労務担当者を対象として、自社の課題を把握し
て改善につなげるセミナーを開催するとともに（参加者：76人）、企
業に対して個別に社会保険労務士等の専門家を派遣し、取組を支援
（のべ37回）
・「よくわかる女性活躍支援の手引き」の作成（増刷：2,000部）
・県内の経済団体、業界団体等における業界や分野固有の課題解決を
目指す取組に対して助成（4団体）
・県内企業の取組事例等を発信する「福岡県女性の活躍推進ポータル
サイト」の運用
・若手女性従業員のキャリアアップに対する意欲を高め、管理職とな
る女性人材の裾野を広げるセミナーを開催（参加者：88人）

11,089

企業における女
性の活躍推進費
（企業の女性活
躍応援事業、企
業等の女性活躍
推進のための取
組支援）

男女共同参画推進
課（女性活躍推進
室）

育児休業者職場復
帰支援事業費

・育児休業中の女性の円滑な職場復帰を支援するセミナーを開催（参
加者：91人）

1,993
育児休業者職場
復帰支援事業事

男女共同参画推進
課（女性活躍推進
室）

女性医師確保支援
事業

・短時間勤務や当直免除等を利用する女性医師の代替医師にかかる経
費を一部補助し、女性医師の就労環境改善を促進（短時間勤務等導入
促進事業の利用者数：5名）

・女性医師のネットワーク構築を目的とした交流会の開催及びキャリ
ア教育のためのガイドブック作成により、女性医師のキャリア形成を
支援し、就業継続や復職の促進を図る。
（交流会10回開催、参加者119名）（ガイドブック2,000部作成）

25,295
医師等確保・養
成費

医療指導課（医
師・看護職員確保
対策室）

女性の就業継続促
進及び男女の働き
方の見直し

・企業の働き方改革を支援するため、働き方改革推進大会の開催や
ポータルサイト開設のほか企業への個別相談を実施

18,832
企業における働
き方改善推進費

労働局労働政策課

②仕事と生活が両立できる環境の整備

育児休業者、介護
休業者生活資金融
資制度の実施

・育児、介護休業を取得された方を対象に、休業期間中に必要とする
生活資金を無担保・低金利・長期にわたって貸与するための融資制度
を実施
・平成30年度新規貸付額　31,780千円（45件）

74,245 労働金融対策費 労働局労働政策課
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第４次福岡県男⼥共同参画計画の具体的施策実施状況

施策・事業等名
事業
再掲

H30年度の事業等の概要・実績・成果等
H30当初
予算額
(千円)

予算事項名 所管課（室）名

保育所

・保育所の認可、指導監督を実施
質の高い幼児教育・保育を提供できるよう環境の充実を図るため、

保育所整備による定員拡大や保育の担い手である保育士の処遇改善や
研修を実施
・子ども・子育て支援新制度に基づく施設型給付による財政支援を実
施
【施設型給付】
　特定教育・保育施設である保育所に市町村が支弁する費用のうち4分
の1を負担（59市町村）

16,892,664
保育給付費負担
金

子育て支援課

保育所

【施設整備】
　待機児童解消のための保育所の創設や老朽改築などによる保育環境
整備などの保育所施設整備に要する費用の一部を補助
（8箇所に対して補助。15人の定員増。）

12,453
認定こども園等
整備費

子育て支援課

認定こども園

・幼保連携型認定こども園の認可・指導監督を行い、幼保連携型以外
（幼稚園型、保育所型、地方裁量型）の認定こども園の認定を実施
・質の高い幼児教育・保育の提供が行われるよう、子ども・子育て支
援新制度に基づく施設型給付による財政支援を行い、就労形態に関わ
りなく利用可能で、幼児教育と保育を一体的に提供する認定こども園
の普及を図る
【施設型給付】
　特定教育・保育施設である認定こども園に市町村が支弁する費用の
うち4分の1を負担（57市町村)

2,411,803
保育給付費負担
金

子育て支援課

認定こども園
【施設整備】
　認定こども園の創設や老朽改築などによる施設整備に要する費用の
一部を補助。（25箇所に対して補助。63人の定員増）

2,079,804
認定こども園等
整備費

子育て支援課

小規模保育事業等

・市町村が認可を行う小規模保育事業所等で、質の高い幼児教育・保
育を提供できるよう、子ども・子育て支援新制度に基づく施設型給付
による財政支援を実施
・環境の充実を図るため、施設整備による定員拡大や創設を実施
【施設型給付】
　地域型保育事業所である小規模保育事業所等に市町村が支弁する費
用のうち4分の1を負担（30市町）

1,452,980
保育給付費負担
金

子育て支援課

延長保育、病児保
育

・働く女性の増加や通勤時間の長時間化等に伴う保育需要や子どもが
病気の際に家庭での保育が困難な場合など、子育て家庭の多様な保育
ニーズに対応した保育サービスを提供するため、延長保育、病児病後
児保育等の事業を実施する市町村に対し、必要な経費を補助（54市町
村（延長保育）、35市町村（病児保育）に対し、必要な経費の一部を
補助）

延：356,022
病：305,704

保育対策等促進
 事業費

子育て支援課

放課後児童クラブ

・保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校に就学している児童
を放課後や夏休み等の長期休暇に専用施設や余裕教室等で預かり、放
課後児童支援員を配して、適切な遊びや生活の場を提供し、児童の健
全育成を図る。
・市町村が実施する放課後児童クラブの運営に必要な経費に対する助
成（59市町村に助成。H30年度支援の単位数：1,460）

3,034,901
放課後児童健全
育成事業費

私学振興・青少年
育成局青少年育成
課

介護保険対策事業
・介護支援専門員実務研修受講試験や各種研修を実施することで介護
支援専門員の養成、資質の向上を図った。（介護支援専門員実務研修
受講試験受験者1,829人、主任介護支援専門員研修修了者555人）

27,860

介護支援専門員
実務研修受講試
験・養成研修事
業費

介護支援専門員
支援事業費
介護従事者確
保・養成費

高齢者地域包括ケ
ア推進課

介護保険対策事業
・介護サービス事業所に対する指導監査の実施により、介護サービス
の充実を図った。
（指導監査件数　904件）

15,089
介護サービス事
業者指導・育成
事業費

介護保険課

老人福祉施設等の
整備促進

特別養護老人ホーム、介護老人保健施設、軽費老人ホーム、養護老人
ホーム等の老人福祉施設等の創設、改築などの整備を促進（H30年度採
択数　特養の創設等：178床、特養の改築等：318床）

4,015,522

高齢者福祉施設
等整備費

地域密着型施設
等整備促進費

介護保険課
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第４次福岡県男⼥共同参画計画の具体的施策実施状況

施策・事業等名
事業
再掲

H30年度の事業等の概要・実績・成果等
H30当初
予算額
(千円)

予算事項名 所管課（室）名

③男女の均等な雇用及び待遇の確保

働く女性のハンド
ブックの作成・周
知

1-(2)
①

・男女雇用機会均等法、育児介護休業法、パートタイム労働法や両立
支援制度など女性労働者に関係の深い法制度等についてわかりやすく
解説した「働く女性ハンドブック」を作成し、県ホームページに掲載

－ －
労働局新雇用開発
課

トップリーダー啓
発事業（企業に対
する啓発）

1-(1)
④

・事業主及び企業の人事労務責任者等を対象に、男女雇用機会均等法
や女性活躍推進法など関係法制度等の周知徹底を図るため、「仕事と
家庭の両立支援＆ハラスメント防止研修会」を県内4地区で開催（平成
30年10月（全4回）実施、参加者：計274名）

161
トップリーダー
啓発事業費

労働局新雇用開発
課

労働講座の実施
1-(2)
①

・勤労者、事業主、人事・労務担当者等を対象として、労働問題等に
ついての講座を開催（県内4地域（福岡、北九州、筑豊、筑後）で各4
回ずつ計16回実施。参加者490名）

1,086 労働教育費 労働局労働政策課

労働相談の実施
1-(2)
①

・労使関係、労働条件、労働福祉等に関する問題の解決のため事業主
や労働者を対象とした情報提供や労働相談の実施
（平成30年度労働相談件数：9,426件

19,763
労使関係安定促
進費 労働局労働政策課

女性の総合相談・
専門相談の実施

1-(2)
①

3-(3)
②

・女性の生き方や離婚・家族関係など女性が抱える広範囲な悩みに関
する総合相談（電話・面接）、専門家の助言が必要な場合には専門相
談（法律相談、就業援助相談など）を実施（総合相談（電話相談：
4,145件、面接相談：21件）、専門相談（面接相談：127件））
・女性問題にかかわる相談員研修会の実施（女性相談所と合同で実
施）

3,238
男女共同参画セ
ンター運営費

男女共同参画推進
課

④企業等における女性の登用推進

トップリーダー啓
発事業（企業に対
する啓発）

1-(1)
③

・事業主及び企業の人事労務責任者等を対象に、男女雇用機会均等法
や女性活躍推進法など関係法制度等の周知徹底を図るため、「仕事と
家庭の両立支援＆ハラスメント防止研修会」を県内4地区で開催（平成
30年10月（全4回）実施、参加者：計274名）

161
（再掲）

トップリーダー
啓発事業費

労働局新雇用開発
課

企業における女性
の活躍推進

1-(1)
①

4-(2)

・企業や団体等が女性の登用促進や働きやすい環境整備などのために
実施する研修等に講師を派遣（のべ26回）
・企業の経営者や人事労務担当者を対象として、自社の課題を把握し
て改善につなげるセミナーを開催するとともに（参加者：76人）、企
業に対して個別に社会保険労務士等の専門家を派遣し、取組を支援
（のべ37回）
・「よくわかる女性活躍支援の手引き」の作成（増刷：2,000部）
・県内の経済団体、業界団体等における業界や分野固有の課題解決を
目指す取組に対して助成（4団体）
・県内企業の取組事例等を発信する「福岡県女性の活躍推進ポータル
サイト」の運用
・若手女性従業員のキャリアアップに対する意欲を高め、管理職とな
る女性人材の裾野を広げるセミナーを開催（参加者：88人）

11,089
（再掲）

企業における女
性の活躍推進費
（企業の女性活
躍応援事業、企
業等の女性活躍
推進のための取
組支援）

男女共同参画推進
課（女性活躍推進
室）

競争入札参加資格
審査における「女
性の活躍推進」加
点制度

・入札参加資格審査の地域貢献活動評価項目に「女性の活躍推進」を
設け、女性従業員の登用を進める事業所を支援
（女性の活躍推進評価書を提出した企業数（累計・平成30年度末）142
社（うち建設業134社））

－ －
男女共同参画推進
課（女性活躍推進
室）

福岡国際女性シン
ポジウムの開催

4-(1)

・国際社会において女性が置かれている現状について理解を深めると
ともに、グローバルな視点から女性の活躍は社会の発展や成長に付加
活であるとの認識を広めるためのシンポジウムを開催（参加者：259
人）

7,268
福岡国際女性シ
ンポジウム事業
費

男女共同参画推進
課（女性活躍推進
室）

企業、経済団体、
関係行政機関等と
連携した取組の推
進

・「福岡県女性の活躍応援協議会｣を開催、「福岡の女性活躍行動宣
言」に基づくH30年度の取組目標を各団体が自ら定め、目標達成に向け
た取組みを実施
（協議会1回、実務者会議2回開催）

499

企業における女
性の活躍推進費
（企業の女性活
躍応援事業）

男女共同参画推進
課（女性活躍推進
室）

企業、経済団体、
関係行政機関等と
連携した取組の推
進

・市町村や経済団体等と連携し、「子育て応援宣言企業」の登録拡大
を図り、仕事と子育てが両立できる職場づくりを推進

－
子育て応援宣言
企業推進事業費

労働局新雇用開発
課
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第４次福岡県男⼥共同参画計画の具体的施策実施状況

施策・事業等名
事業
再掲

H30年度の事業等の概要・実績・成果等
H30当初
予算額
(千円)

予算事項名 所管課（室）名

公立大学法人福岡
女子大学における
女性リーダー養成
事業

・公立大学法人福岡女子大学において、企業の上級管理職等にあっ
て、さらに上位の階層を目指す女性を対象に、トップリーダーとして
必要な素養を身につけ、ネットワークを構築するための研修プログラ
ムを実施（宿泊研修：平成30年11月15日～11月17日、ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ研修：
平成31年1月22日、受講者：20名（定員20名））

2,343
女性リーダー養
成事業

私学振興・青少年
育成局政策課

女性の進路・職業
選択多様化推進

4-(3)
②

・女子生徒の理工系等への関心を高め、進学や就職を促進するため、
事業所や研究所の見学や女性の技術者・研究者等との交流を実施（7
回、参加者：243人）

1,899

若年者意識啓発
推進費（女子中
高生の進路選択
応援事業）

男女共同参画推進
課（女性活躍推進
室）

経営を支える女性
リーダー育成事業

・管理職として必要な知識やスキルを学びながら、自社の課題ととら
えその解決策を経営層に提案することにより、仕事や組織を見渡し自
主的に行動できる「経営的視点」を持った女性リーダー育成講座「あ
すばるキャリアアップ・カレッジ」を開催（開催期間：8月～翌2月
（全7回）、修了生：17人）

3,819

男女共同参画セ
ンター運営費
（経営を支える
女性リーダー育
成事業費）

男女共同参画推進
課（女性活躍推進

室）

⑤自治体における女性職員の登用推進及び職員の仕事と生活の両立促進

女性職員の積極的
登用・育成

・女性職員に事業部門など多様な職務経験を積ませるための積極的配
置を行うよう所属長に指導
・各種研修への女性職員の派遣を積極的に実施
・役付職員としての能力を有している女性職員を積極的に登用
（県の管理職等に占める女性の割合（H30.4.1現在[H31.4.23]）課長相
当職以上：12.4[14.1]%、課長補佐相当職：17.7[19.6]%、ライン係長
相当職：32.2[33.8]%）

－ － 人事課

女性職員の積極的
登用・育成

・管理職などの役付職員として登用。
・各種研修への参加促進
・管理職員等の女性職員活躍に関する意識改革のための取組
（係長級以上の職員のうち女性職員の割合（H30.4.1現在）31.9%）

－ － 教育庁総務企画課

女性教職員の積極
的登用・育成

・管理職（校長・副校長及び教頭）として登用。
・管理職員等の女性職員活用に関する意識改革のための取組促進
・各種研修への参加促進
（管理職（校長、副校長及び教頭）のうち女性の割合
（Ｈ30：21.8％）)

－ － 教育庁教職員課

女性警察官の採
用・登用の拡大
女性警察官・職員
の育成と効果的な
配置の促進

・女性限定の採用説明会を開催
・女性警察官募集パンフレットの作成
・情報入手ツール「ＬＩＮＥ」を活用した採用希望者向けの情報発信
（採用者に占める女性の割合：21.4%）
・様々な部門で活躍する女性警察職員をホームページで紹介
・キャリアアップ研修会の開催等、女性警察職員の意識改革を推進
（開催日:H30.7.9　参加者:約220人)
・女性警察官に特化した各種訓練を実施
・平成30年度女性警察官を対象とした集中訓練参加者数

（柔道 67人、剣道 148人、逮捕術 401、拳銃 80人）

－ －
警察本部
警務課
教養課

女性職員等の意識
改革のための取組
の推進

・女性の活躍を推進するため、特別研修「女性活躍推進」の実施（受
講者数：19名）

－ － 人事課

男性職員の育児休
業等取得促進

・各種研修での説明及びリーフレットの配付による育児休業等制度の
周知、所属研修用資料の提供を実施（平成30年度育児休業等取得率：
15.6%） ※H29は11.8%

－ － 人事課

男性職員・教員の
育児休業等取得促
進

・リーフレットによる育児休業等制度の周知を実施
（平成30年度育児休業等取得率： 2.6%）

－ －
教育庁総務企画課

教育庁教職員課
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第４次福岡県男⼥共同参画計画の具体的施策実施状況

施策・事業等名
事業
再掲

H30年度の事業等の概要・実績・成果等
H30当初
予算額
(千円)

予算事項名 所管課（室）名

男性警察官・男性
職員の育児休業取
得促進

・男性警察職員を対象とした研修会（プレパパ研修会）や出産に伴い
男性職員が取得できる休暇制度に関する教養を実施
（開催日：H30.10.3等計5回　参加者：約500人）
・通達や定期的な執務資料を発出し、幹部職員を含めた職員の意識改
革を実施（育児休暇取得率：0%、父親育児休暇取得率：27.2%（前年比
+5.2%））
・所属長以上の幹部による「イクボス宣言」を実施し、幹部の意識改
革とワークライフバランスの充実に努めた。（H30.5～）

－ － 警察本部警務課

職員に対するハラ
スメント防止対策

・セクシュアル・ハラスメント防止の研修を各種研修等で実施（4～6
月）、リーフレットの配付による周知徹底（12月）、所属研修用資料
の提供（5月）

－ － 人事課

職員に対するハラ
スメント防止対策

・セクシュアル・ハラスメントについて、通知文による周知を実施（6
月、12月）

－ － 教育庁総務企画課

職員に対するハラ
スメント防止対策

・セクシュアル・ハラスメントに関し、通知等による啓発・周知（6月
及12月）

－ － 教育庁教職員課

職員に対するハラ
スメント防止対策

・幹部に対する意識改革、職員に対するアンケート及びハラスメント
未然防止に関する教養の実施
・ハラスメント認知事案の全件報告及び相談システムの周知徹底
・定期的な執務資料の発出

－ － 警察本部警務課

副市町村長・人事
担当課長会議等で
の助言

・ 副市町村長会議等において、女性の登用・採用の促進を助言
（年3回（平成30年5月、平成30年10月、平成31年2月））

－ － 市町村支援課

市町村女性職員の
登用状況調査・公
表

・内閣府が実施する「地方公共団体における男女共同参画社会の形成
又は女性に関する施策の推進状況」において、市町村の状況を調査
（平成30年度福岡県男女共同参画白書掲載）
　県内市町村における課長相当職以上の女性の在職状況（H30.4.1
13.8%（うち一般行政職 12.7%））

－ －
男女共同参画推進
課

自治体事業主行動
計画策定状況調
査・公表

・内閣府が実施する調査において、市町村の女性活躍推進法に基づく
推進計画の策定及び協議会の設置状況、特定事業主行動計画に基づく
取組の実施状況について調査・取りまとめを実施

－ －
男女共同参画推進
課

（２）女性のニーズに応じた就業の促進

①非正規雇用労働者の処遇改善、正規雇用への転換支援

働く女性のハンド
ブックの作成・周
知

1-(1)
③

・男女雇用機会均等法、育児介護休業法、パートタイム労働法や両立
支援制度など女性労働者に関係の深い法制度等についてわかりやすく
解説した「働く女性ハンドブック」を作成し、県ホームページに掲載

－ －
労働局新雇用開発
課

労働講座の実施
1-(1)
③

・勤労者、事業主、人事・労務担当者等を対象として、労働問題等に
ついての講座を開催（県内4地域（福岡、北九州、筑豊、筑後）で各4
回ずつ計16回実施。参加者490名）

1,086
（再掲）

労働教育費 労働局労働政策課

労働相談の実施
1-(1)
③

・労使関係、労働条件、労働福祉等に関する問題の解決のため事業主
や労働者を対象とした情報提供や労働相談の実施
（平成30年度労働相談件数：9,426件

19,763
（再掲）

労使関係安定促
進費 労働局労働政策課

女性の総合相談・
専門相談の実施

1-(1)
③

3-(3)
②

・女性の生き方や離婚・家族関係など女性が抱える広範囲な悩みに関
する総合相談（電話・面接）、専門家の助言が必要な場合には専門相
談（法律相談、就業援助相談など）を実施
（総合相談（電話相談：4,145件、面接相談：21件）、専門相談（面接
相談：127件））
・女性問題にかかわる相談員研修会の実施（女性相談所と合同で実
施）

3,238
（再掲）

男女共同参画セ
ンター運営費

男女共同参画推進
課

正規雇用促進企業
支援センター

・県内企業における正規雇用の拡大を図るため、国や関係機関と連携
し、センターのセミナー案内及びチラシ配布を実施（相談件数：1,169
件、正規雇用者数：908人（うち正規雇用への転換数：208人））

16,334
正規雇用促進
特別対策費

労働局労働政策課
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第４次福岡県男⼥共同参画計画の具体的施策実施状況

施策・事業等名
事業
再掲

H30年度の事業等の概要・実績・成果等
H30当初
予算額
(千円)

予算事項名 所管課（室）名

②女性の再就職の支援

子育て女性就職支
援センター事業

3-(1)

3-(3)
①

・子育て女性就職支援センターにおいて、子育て中の女性に対するき
め細かな就職支援を実施。出張相談窓口（県内19ヵ所）により、地域
密着型の就職支援を実施
・子育て女性のための合同会社説明会を、県内4地区で開催（参加者：
197人、参加企業：43社）
・子育て女性就職支援センターによる就職者数：802人（H30）
・国、北九州市と連携し「ウーマンワークカフェ北九州」を運営。就
業支援や創業など、女性の幅広いニーズにワンストップで対応。

57,662
子育て女性就職
支援センター事
業費

労働局新雇用開発
課

福岡県保育士就職
支援センター

・増大する保育需要に対応する保育士確保を図るため、センターに
コーディネーターを配置し、保育士有資格者を対象とした保育所等へ
の就職相談・あっせん業務、求職・求人登録業務を実施（就職決定
数：34件）

4,653
保育所職員等研
修費

子育て支援課

子育て女性就職促
進事業

子育て女性が受講しやすい短時間の託児サービス付きの職業訓練及び
自宅受講が可能なe-ラーニングを実施し、就職を促進
（入校者：752人、修了者：718人、就職者：470人）

99,432
子育て女性就職
促進事業

労働局職業能力開
発課

③女性の起業の促進

女性起業家の育成
支援

・女性の専門家が課題を聞き取り、市町村や商工会・商工会議所、金
融機関等と連携して個別に支援。（実績：43件）

－ － 新事業支援課

中小企業融資制度
の活用

・新規創業する個人又は会社（創業後1年未満を含む）に対する低利融
資を実施し、円滑な資金調達を支援
（実績：172件、789,590千円)

1,381,000
中小企業振興資
金融資費

中小企業振興課

女性向け創業巡回
相談

・創業を目指す女性や創業して間もない女性の様々な課題や問題につ
いて、各地域（福岡・北九州・筑後・筑豊）で毎月1回女性の専門家の
相談窓口を設置
（全48回実施、相談件数：104件）

1,071 地域創業促進費 新事業支援課

④農林水産・商工等の自営業における女性の経営参画の促進

家族経営協定締結
の推進

・関係機関・団体と連携し、家族経営協定の必要性を啓発及び個別経
営指導の機会を活用して締結を推進した。
（H30年度　家族経営協定数（累計）：2,612件）

－ － 経営技術支援課

農村女性リーダー
の育成と活動支援

2-(2)
①

・女性農村アドバイザーを認定し、研修を実施
（H30年度認定累計数：739名）

－ － 経営技術支援課

女性農林漁業者の
活躍促進対策

・起業家育成塾の開催、起業計画を策定するための専門家による指導
の実施
・商品改良のための試作品製造やパッケージデザイン開発支援の実施
・業務用機器整備支援の実施
（H30年度　女性起業数：314件）

9,744
女性農林漁業者
の活躍促進事業

経営技術支援課

女性が輝く農業経
営発展対策

・農家個々の課題解決を図るために、専門家チームを派遣するサポー
ト研修の実施
・経営ビジョンとその実現に向けた行動計画の策定支援を実施
（H30年度　経営発展サポート事業：５名、経営ビジョン策定研修：68
名）

1,568
女性が輝く農業
経営発展事業

経営技術支援課

漁協女性部協議会
育成助成

・漁協女性部研修会を実施
（H30年度　参加：漁協女性部55名（H31.3.7朝倉市））

500
水産関係団体強
化育成費

水産局水産振興課

商工会女性部活動
の支援

2-(2)
②

・女性部が行う後継者等の育成や地域活性化のための取組を支援。
（平成30年度実績：3件、13,465千円）
　（内訳：経営及び人材育成をテーマとした講演会・研修会の

実施 2件・11,990千円、特産品開発 1件・1,475千円）

－
小規模指導事業
費

中小企業振興課
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第４次福岡県男⼥共同参画計画の具体的施策実施状況

施策・事業等名
事業
再掲

H30年度の事業等の概要・実績・成果等
H30当初
予算額
(千円)

予算事項名 所管課（室）名

目標２　地域・社会活動における女性の活躍促進

（１）地域における男女共同参画の推進

①地域コミュニティの運営における男女共同参画の推進

地域における女性
の活躍推進

※「あすばる」社会参画環境整備事業
地域活動に積極的に関わっている女性を対象に連続講座「女性による
元気な地域づくり応援講座」及びその成果報告会を実施（県内8か所で
実施、246人参加）

3,556
地域における女
性の活躍推進費

男女共同参画推進
課

トップリーダー啓
発事業

・各種団体の長等、トップリーダーが集まる総会や研修会等に、講師
を派遣（10回実施、815人参加）

230
トップリーダー
啓発事業費

男女共同参画推進
課

地域のリーダーを
目指す女性応援事
業

地域の政策決定の場への女性の参画を進めるため、リーダーとなる女
性を育成する研修を実施（H30年度：研修生15名）

2,665
地域における女
性の活躍推進費

男女共同参画推進
課

女性団体のネット
ワークとの連携

※「あすばる」社会参画環境整備事業
・福岡県内の女性団体・グループが相互に情報交換、交流を深めるた
めに組織された「福岡県男女共同参画推進連絡会議（愛称：ふくおか
みらいねっと）」の取組を支援
・「みらいねっとフォーラム2019」開催を支援
（開催日：H31.3.3、参加人数：222人）

－
男女共同参画セ
ンター運営費

男女共同参画推進
課

②防災・災害復興における男女共同参画の推進

防災会議の実施
H29年度は防災会議を開催せず、H30年度に開催。
（女性の視点を踏まえ、防災計画の改正作業を実施。）

－ 防災対策費
防災危機管理局防
災企画課

自主防災組織や消
防関係団体への女
性の参画促進

・自主防災組織リーダー研修会において、女性の視点からの避難所運
営について説明
（計5回実施、参加者：280名）
・地域防災シンポジウムにおいて、女性の視点から発言していただく
ため、パネルディスカッションのパネリストに女性を選定した
（開催日：平成31年3月16日、参加者：317名）

942

自主防災組織育
成強化事業費

防災知識普及啓
発事業

防災危機管理局消
防防災指導課

災害発生時の女性
のための相談の実
施

※「あすばる」相談支援事業
・女性の生き方や離婚・家族関係など女性が抱える広範囲な悩みに関
する総合相談（電話・面接）、専門家の助言が必要な場合には専門相
談（法律相談、就業援助相談など）を実施）

－
男女共同参画セ
ンター運営費

男女共同参画推進
課

女性の災害時の対
応力向上事業

災害時の避難所運営に参画できる女性人材を育成するセミナーを実施
（県内4か所で実施、参加者:235名）

2,735
地域における女
性の活躍推進費

男女共同参画推進
課

③市町村の取組への支援

市町村条例・計画
策定状況の調査・
公表

・内閣府が実施する「地方公共団体における男女共同参画社会の形成
又は女性に関する施策の推進状況の調査」において、市町村の男女共
同参画に関する条例、計画の策定状況を調査し、未策定市町村への助
言、策定・更新状況を公表（条例制定市町村：51市町村、計画策定市
町村：60市町村）

－ －
男女共同参画推進
課

行政職員のための
男女共同参画セミ
ナー

※「あすばる」人材育成事業
・行政職員を対象としたセミナーを開催し、市町村行政を担う職員の
男女共同参画への理解促進を図る（開催日：H30.6.7、6.14、6.26、
7.27（全４回）、参加人数：延べ336人）

247
男女共同参画セ
ンター運営費

男女共同参画推進
課

④県・市町村の審議会等における女性登用の推進

県の審議会等にお
ける女性委員の登
用推進

・平成28年度から新たに審議会等委員への女性登用計画を策定し、全
庁的な取組を推進（平成30年4月1日時点：40.8%）（平成31年4月1日時
点：42.4%）

－ － 全庁・教育庁

市町村審議会等に
おける女性比率の
調査・公表

・内閣府が実施する「地方公共団体における男女共同参画社会の形成
又は女性に関する施策の推進状況」において、市町村の状況を調査
（H30年度：32.1%）

－ －
男女共同参画推進
課
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第４次福岡県男⼥共同参画計画の具体的施策実施状況

施策・事業等名
事業
再掲

H30年度の事業等の概要・実績・成果等
H30当初
予算額
(千円)

予算事項名 所管課（室）名

（２）女性の活躍による地域の活性化

①農林水産業における女性の参画促進

農業委員会におけ
る女性委員の登用
推進

・福岡県女性農業委員の会及び福岡県農業会議の主催するシンポジウ
ムに参加し女性農業委員登用を推進
（平成30年度：女性農業委員数98名（12.0%））

－ － 経営技術支援課

農業協同組合にお
ける女性役員の登
用推進

・指導機関（ＪＡ福岡中央会）と連携のもと、各農協へ女性理事の増
加の啓発を実施
・役員定数を減らす際、女性理事枠の維持の啓発を実施
（H30年度　女性役員の割合：10.1%）

－ － 団体指導課

漁業協同組合にお
ける女性役員の登
用推進

・漁協系統組織（県漁連、福岡有明海漁連等）と連携のもと、漁業協
同組合における女性役員の登用について、漁協に対する指導・助言を
実施
（H30年度　女性役員の割合：0.0%、

女性正組合員の割合：14.9%）

－ － 水産局漁業管理課

農村女性リーダー
の育成と活動支援

1-(2)
④

・女性農村アドバイザーを認定し、研修を実施
（H30年度認定累計数：739名）

－ － 経営技術支援課

②商工自営業における女性の参画促進

商工会女性部活動
の支援

1-(2)
④

・女性部が行う後継者等の育成や地域活性化のための取組を支援。
（平成30年度実績：3件、13,465千円）
　（内訳：経営及び人材育成をテーマとした講演会・研修会の

実施 2件・11,990千円、特産品開発 1件・1,475千円）

－
小規模指導事業
費

中小企業振興課

③地域づくりへの女性の参画促進

地域づくり団体へ
の支援

・「地域づくりネットワーク福岡県協議会」への加入促進を行い、情
報提供及び会員団体の情報発信を実施。また、地域づくり活動を行っ
ている団体の連携を深めるため地域づくりフォーラムを開催。
（新規加入：14団体、フォーラム参加者：60名）

1,930
地域づくり団体
協働推進費

広域地域振興課

好事例の情報収
集、提供

・男女共同参画表彰などの機会ごとに、あすばるや市町村と連携し、
事例の掘り起こしを実施

－ －
男女共同参画推進
課
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第４次福岡県男⼥共同参画計画の具体的施策実施状況

施策・事業等名
事業
再掲

H30年度の事業等の概要・実績・成果等
H30当初
予算額
(千円)

予算事項名 所管課（室）名

目標３　誰もが安全・安心に暮らせる社会の実現

（１）配偶者からの暴力防止及び被害者支援

DV根絶に向けた啓
発

・街頭啓発を実施し、相談窓口等の情報を掲載したリーフレットを配
布（平成30年11月12日及び13日、県内10か所で実施）
・商業施設等におけるポスターの掲示、ステッカーの配布等
・県内の中学１年生及び高校１年生に対し、交際相手からの暴力防止
及び性暴力防止啓発リーフレットを作成、配布（配付先：中学校367
校、高等学校164校、中等教育学校2校、配布部数：中学生向け50,900
部、高校生向け47,328部）
・中学校、高等学校に、デートＤＶや性暴力に関する専門知識を持つ
講師を派遣（派遣数：27件、参加者数：生徒6,165人、教職員453人）

9,688

配偶者からの暴
力防止対策強化
費

若年層における
交際相手からの
暴力防止対策事
業費

男女共同参画推進
課

DV根絶に向けた啓
発

・福岡県人権教育・啓発基本指針に基づく実施計画を作成。
・福岡県人権啓発情報センターにおいて、県民講座（年7回、参加者
1,888人）や人権啓発指導者セミナー（年5回、参加者1,022人）を実
施。
・行政機関や地域・企業等の依頼に基づき、専門の講師をあっせん
し、派遣（618件。うち女性・男女共同参画をテーマとしたものは23
件）

－

福岡県人権啓発
情報センター運
営費

人権啓発事業費

人権・同和対策局
調整課

DV根絶に向けた啓
発

・中学校においては、「男女共同参画教育～指導の手引～」（改訂
版）を活用した生徒への啓発の促進
・県立学校においては、規範意識育成学習においてDV根絶及び性の逸
脱行為防止についての啓発促進（121校中70校で実施）
・県立学校の生徒指導主事研修会において周知し、啓発促進（H30.7.9
開催）

－ －

教育庁義務教育課

教育庁高校教育課

教育庁特別支援教
育課

被害防止体制の構
築

・被害者を発見しやすい立場にいる関係者へ、DVの早期発見、通報の
必要性などについて理解を深めるため、県内9か所で開催された新任民
生委員児童委員研修会において、ＤＶについて講義を実施（参加人
数：2,107人）

64
配偶者からの暴
力防止対策強化
費

男女共同参画推進
課

被害防止体制の構
築

・自治体等の窓口担当者に対する講義（9回）
・自治体等との連絡会議（15回）
※ 警察署を含めた統計が無いため、警察本部実施分を計上

－
ストーカー・DV
対策費

警察本部人身安全
対策課

相談体制の充実

・中核的配偶者暴力相談支援センターとして、女性相談所において専
門的支援を実施
・保健福祉（環境）事務所に設置した配偶者暴力相談支援センターに
ＤＶ相談専用電話を設置し、電話及び来所相談に対応
　（各センター相談件数：2,423件）
　　（うち女性相談所：983件）
　　（うち男性からの相談：92件）
・男性やＬＧＢＴなどの性的少数者のＤＶ被害者の相談窓口を設置
（男性：78件、性的少数者：7件）
・婦人相談員等を対象に、経験年数に応じて新任者、中堅者研修、
スーパービジョン研修、電話相談員等研修及び女性問題にかかわる相
談員研修を実施
　（研修実施回数：22回）
・婦人相談員等の対応力向上のため、各保健福祉（環境）事務所に対
して婦人相談員等訪問支援を実施
　（訪問支援実施回数：25回）

13,476

配偶者からの暴
力防止対策強化
費

男女共同参画セ
ンター運営費

男女共同参画推進
課
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第４次福岡県男⼥共同参画計画の具体的施策実施状況

施策・事業等名
事業
再掲

H30年度の事業等の概要・実績・成果等
H30当初
予算額
(千円)

予算事項名 所管課（室）名

相談体制の充実

・県警臨床心理士による犯罪被害相談「心のリリーフ･ライン」の運用
（H30.10.1改称）
・性犯罪相談電話＃８１０３（ハートさん）の運用
・被害者支援担当者を対象とした犯罪被害者支援専科を実施
（実施日H30.8.6～H30.8.10、入校者22名）
・被害者支援担当者等を対象としたカウンセリング等研修会を開催
（開催日：H31.1.30、参加者75名）
・警察学校における学校教養、警察署における職場教養等を実施
（学校教養～35回実施、1542名、職場教養～16回実施、1180名）
・県警臨床心理士が部外の専門的な研修に参加

（H30.6.9～6.10
第17回日本トラウマティック・ストレス学会

　　H30.12.8～12.9　　日本犯罪心理学会第56回大会
　　H301.2.16～2.17　第20回被害者支援研修会
　　H30.8.30～9.2　日本心理臨床学会第37回大会）

56
犯罪被害者対策
経費

警察本部被害者支
援・相談課

一時保護体制の充
実

・女性相談所に保育士（非常勤）1人配置
・プレイルーム、保育室の整備
・心理判定員、精神科医により精神的ケアの実施
・被害者及び同伴家族を、女性相談所が委託契約した施設に一時保護
を実施
（一時保護数：131人）

56,956 一時保護収容費
男女共同参画推進
課

被害者の安全確保

・裁判所が被害者へ保護命令を発した旨の通知を受けた場合、配偶者
暴力相談支援センターにおいて、警察と相互に連携して被害者と速や
かに連絡を取り、被害を防止するための留意事項の情報提供や緊急時
の迅速な通報等についての教示を実施

－ －
男女共同参画推進
課

被害者の安全確保

・被害者の安全を最優先し、意思を尊重しつつも、必要のあるときに
は積極的な事件化等の措置を図る

・配偶者暴力事案における検挙状況
H30：　698件（＋209件）

・配偶者暴力等に関する保護命令通知件数
H30： 54件（-2件）

・被害者に対する携帯電話貸出し状況
H30： 3件（-8件）

・犯罪被害者情報システムへの登録状況
H30： 1314件（-117件）
※ （）内は前年比

53
DV・ストーカー
対策費

警察本部人身安全
対策課

被害者の自立のた
めの支援

・配偶者暴力相談支援センターにおいて、被害者に対して、住宅の確
保や母子父子寡婦福祉資金貸付等の福祉施策について情報提供
・同様に、母子家庭等就業・自立支援等の就労関係施策についても情
報提供

527

配偶者からの暴
力防止対策強化
費

婦人保護施設整
備費

男女共同参画推進
課

被害者の自立のた
めの支援
（母子家庭の母等
に対する職業的自
立促進事業）

3-(3)
①

・就業を希望しているが失業状態にある母子家庭の母等を対象とし
た、民間教育訓練機関等を活用した委託訓練を実施し、就職を支援。
（入校者：17人、修了者：16人、就職者：15人、就職率：93.8％）

14,904
地域就業対策訓
練費

労働局職業能力開
発課

被害者の自立のた
めの支援
（子育て女性就職
支援センター事
業）

1-(2)
②

3-(3)
①

・子育て女性就職支援センターにおいて、子育て中の女性に対するき
め細かな就職支援を実施。出張相談窓口（県内19ヵ所）により、地域
密着型の就職支援を実施
・子育て女性のための合同会社説明会を、県内4地区で開催（参加者：
197人、参加企業：43社）
・子育て女性就職支援センターによる就職者数：802人（H30）
・国、北九州市と連携し「ウーマンワークカフェ北九州」を運営。就
業支援や創業など、女性の幅広いニーズにワンストップで対応。

57,662
（再掲）

子育て女性就職
支援センター事
業費

労働局新雇用開発
課

被害者の自立のた
めの支援

・県営住宅入居者の抽選方式募集を年4回（3，6，10，12月）、ポイン
ト方式募集を年1回（7月）実施し、DV被害者には倍率優遇・ポイント
付与の優遇措置を行った。

－
県営住宅維持管
理費

県営住宅課

被害者の自立のた
めの支援

・平成19年度以降、地域優良賃貸住宅として、県内6団地98戸認定し、
地域住宅計画に基づきＤＶ被害者世帯も入居対象とした。

－
地域優良賃貸住
宅供給促進事業
費

住宅計画課
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第４次福岡県男⼥共同参画計画の具体的施策実施状況

施策・事業等名
事業
再掲

H30年度の事業等の概要・実績・成果等
H30当初
予算額
(千円)

予算事項名 所管課（室）名

被害者の自立のた
めの支援

児童扶養手当、ひとり親家庭を対象とした支援制度について情報提供
を実施

－ － 児童家庭課

被害者の自立のた
めの支援

・被害女性から福祉事務所に相談があった場合、生活保護の要件を満
たす方については、保護を適用することとしている。また、町村や民
生委員・自立相談支援機関に対し、生活に困窮する方の情報を確実に
福祉事務所につなぐよう、依頼している。

－ － 保護・援護課

被害者の情報保護

・被害者の個人情報保護に関し、市町村における閲覧制限などの適正
な措置について周知を徹底するため、市町村職員研修を県内4地区で実
施
（参加人数：144人）

－ －
男女共同参画推進
課

被害者の情報保護

・国民健康保険・後期高齢者医療初任者研修会にて、保険者へ周知を
行った。（開催日：H30.6.5、研修会出席者:136名）
・市町村に対する実地調査の際、ＤＶ被害者の国民健康保険の適用に
ついて、聴取し、制度の周知を行った。（18市町村）

－ － 医療保険課

被害者の情報保護
・学校において被害者の児童生徒の安全確保、個人情報保護について
適切な対応の徹底

－ －

教育庁義務教育課

教育庁高校教育課

教育庁特別支援教
育課

関係団体との連携
強化

・「配偶者からの暴力防止対策連絡会議」（中央ネット）及び「配偶
者からの暴力対策地域連絡会議」（ブロック会議）の開催
　（中央ネット1回、ブロック会議9回開催）

747
配偶者からの暴
力防止対策強化
費

男女共同参画推進
課

（２）性犯罪等の防止及び被害者支援

性暴力被害者支援
センター・ふくお
かの運営

・性暴力被害者が安心して相談でき、医療面のケアを含め必要な支援
を迅速に受けることができるよう「性暴力被害者支援センター・ふく
おか」を運営（平成30年度電話相談件数：
2,306件、直接支援：250件）

34,297

犯罪被害者支援
事業（性犯罪被
害者等に対する
ワンストップ支
援推進事業）

生活安全課

性犯罪被害防止に
向けた広報啓発

・性犯罪撲滅街頭キャンペーンを県内2箇所で実施し、啓発チラシや防
犯ブザー（2,000個）を配布
・性犯罪被害防止啓発資料を作成し、中高学生（1年生）に配布
（50,000部）
・性犯罪被害防止啓発資料を作成し、専修学校、短期大学及び大学の
学生に配布（55,000部）
・性犯罪被害防止啓発資料を作成し、共同住宅管理者（10,000部）及
び新規入居者（40,000部）に配布

2,611
安全・安心まち
づくり推進費

生活安全課

「女性と子どもの
安全みまもり企
業」運動の推進

・募集チラシ等により、女性と子どもの安全みまもり企業登録拡大
（平成30年度登録数：6,385件）

・取組事例紹介や性犯罪発生件数等についての情報提供
・女性と子どもの安全みまもり企業研修会を県内2箇所で実施
・優良企業の表彰（5事業所）

1,184
安全・安心まち
づくり推進費

生活安全課

性犯罪への適切な
対応及び被害者へ
の支援

・加害者に対する的確な刑罰法令の適用
（H30の検挙件数～297件（前年比-36件））
（H30の検挙率～78.0％（前年比-3p））

・性犯罪被害者診断書料等、人工妊娠中絶費用の適用　（H30年度中の
性犯罪被害者診断書料等、人口妊娠中絶費用(1,657,946円)）

2,200
犯罪被害者対策
強化事業費

警察本部捜査第一
課

女性警察官に対す
る研修の実施

・性犯罪に特化した学校教養の実施
（H30.10.22～11.2県警察学校で実施（女性警察官32名受講））

－ －
警察本部捜査第一
課

ストーカー事案対
策の推進

・ストーカー事案対策法に基づく
警告（H30：10件(前年比-43件)）
禁止命令等（H30：117件(前年比+34件)）

・ストーカー事案における検挙（H30：163件（+1件））
・一時避難措置件数(H30：14件31名(H29:11件19名）
・ストーカー規制法広報リーフレット作成

15,000枚
・精神科医等に対する加害者更生対策の協力依頼(協力体制を構築した
病院：２７病院、精神保健福祉士協会との連携・協力体制の構築）
（53回）

3,625
DV・ストーカー
対策費

警察本部人身安全
対策課
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第４次福岡県男⼥共同参画計画の具体的施策実施状況

施策・事業等名
事業
再掲

H30年度の事業等の概要・実績・成果等
H30当初
予算額
(千円)

予算事項名 所管課（室）名

売春事犯等の取締
りの強化

・売春事犯の取締り
H30年度検挙件数    6件（前年度比－4件）
H30年度検挙人員    4名（前年度比－2名）

・関連業種に対する行政処分
　H30年度上申件数　　22件（前年度比-13件）

－ －
警察本部生活保安
課

児童買春、児童ポ
ルノ事犯等の取締
りの強化

・児童買春・児童ポルノ検挙
H30検挙件数　220件（前年比+26件）
H30検挙人員　123人（前年比+30人）
H30保護人員　128人（前年比－5人）

205
少年非行防止
対策費

警察本部少年課

アダルトビデオ出
演強要問題への適
切な対応

　生活環境が大きく変化する4月を広報重点月間に設定し、同問
題の被害防止に関する各種施策を推進。

・街頭キャンペーンの実施
・学校・企業における被害防止教育
・無料情報誌や屋外ビジョン等を活用した広報啓発活動
・相談担当者に対する事案認知時における対応要領等の教養

※ 令和元年12月末現在、本県でのアダルトビデオ出演強要問題
に関する相談等の把握はない。

－ －
警察本部生活保安
課

（３）貧困など生活上の困難や人権課題に直面した女性等への支援

①母子家庭の母などひとり親家庭への支援

母子父子寡婦福祉
資金貸付

・ひとり親家庭の親並びに寡婦の経済的自立と生活意欲の助長を図
り、併せて扶養している児童の福祉の増進を図ることを目的として、
無利子又は低利での資金の貸付を実施
・母子福祉資金　235件　123,421千円
・父子福祉資金  12件 　 5,081千円
・寡婦福祉資金　  3件　　2,316千円

410,196
母子父子寡婦福
祉資金貸付事業
費

児童家庭課

母子・父子自立支
援員の活動の充実

・婦人相談員兼母子・父子自立支援員を県保健福祉（環境）事務所に
配置し、母子家庭等からの相談に対し情報提供や助言を実施（相談件
数：10,644件）
・より適切な指導を行えるよう、母子・父子自立支援員を対象に研修
を実施（5月、11月）

411
母子父子福祉指
導費

児童家庭課

母子家庭等就労促
進支援対策事業

・ひとり親家庭の親並びに寡婦の就業による自立を促進するため、ひ
とり親家庭等就業・自立支援センターを設置し、就業相談員による相
談から就業までの総合的な支援を実施
（相談件数：1,530人、就職者数：80人、
　就業支援講習会受講者：274人）

33,248
ひとり親サポー
トセンター事業

児童家庭課

母子家庭等への家
庭生活支援員派遣

・ひとり親家庭の親並びに寡婦が疾病等のため一時的に家事援助、保
育等のサービスが必要な場合等に、家庭生活支援員を派遣
（派遣延べ件数：834件、21市町実施）

5,214
ひとり親家庭等
健全育成対策費

児童家庭課

就業支援のための
給付費の助成

・ひとり親家庭の親の職業能力の開発や資格取得のための給付金を支
給
（自立支援教育訓練給付金～給付件数：12件）
（高等職業訓練促進給付金～給付件数：84件）

90,901
母子（父子）家
庭自立支援給付
費

児童家庭課

−48−

第２部　福岡県男女共同参画計画

３　第４次福岡県男女共同参画計画の具体的施策実施状況（平成３０年度）



第４次福岡県男⼥共同参画計画の具体的施策実施状況

施策・事業等名
事業
再掲

H30年度の事業等の概要・実績・成果等
H30当初
予算額
(千円)

予算事項名 所管課（室）名

母子家庭の母等に
対する職業的自立
促進事業

3（1）
・就業を希望しているが失業状態にある母子家庭の母等を対象とし
た、民間教育訓練機関等を活用した委託訓練を実施し、就職を支援。
（入校者：17人、修了者：16人、就職者：15人、就職率：93.8％）

14,904
（再掲）

地域就業対策訓
練費

労働局職業能力開
発課

子育て女性就職支
援センター事業

1-(2)
②

3-(1)

・子育て女性就職支援センターにおいて、子育て中の女性に対するき
め細かな就職支援を実施。出張相談窓口（県内19ヵ所）により、地域
密着型の就職支援を実施
・子育て女性のための合同会社説明会を、県内4地区で開催（参加者：
197人、参加企業：43社）
・子育て女性就職支援センターによる就職者数：802人（H30）
・国、北九州市と連携し「ウーマンワークカフェ北九州」を運営。就
業支援や創業など、女性の幅広いニーズにワンストップで対応。

57,662
（再掲）

子育て女性就職
支援センター事
業費

労働局新雇用開発
課

ひとり親家庭のた
めの学習支援ボラ
ンティア事業

・ひとり親家庭に大学生等のボランティアを派遣し、子どもの学習支
援を行うとともに、新規に学習塾を開設
・利用者、支援者と合同で意見交換会を開催
（利用児童数：430人、学習塾：17か所、家庭教師利用児童数：47人）

13,116
ひとり親家庭等
健全育成対策費

児童家庭課

生活困窮者の自立
支援

3-(3)
②

・生活困窮者が困窮状態から早期に脱却することを支援するため、県
内５カ所に福岡県自立相談支援事務所を設置し、相談支援等を実施。
（新規相談件数：1,950件）

117,962
生活困窮者自立
支援費

保護・援護課

②高齢者、障がい者、外国人、同和地区の女性、性的少数者等が安心して暮らせる環境の整備

70歳現役社会づく
りの推進

・県内４地域に設置する「福岡県７０歳現役応援センター」において
高齢者の就業や社会参加を支援。また県内８箇所のハローワークへ定
期出張相談窓口を開設し、きめ細かな対応を行う。
・合同説明会を県内４地域で実施。
（平成30年度の進路決定者数：1,611人）

158,166
70歳現役社会推
進費

労働局新雇用開発
課

一人暮らし高齢者
見守り活動

・ひとり暮らしの高齢者が孤立せず、安心して生活できるよう地域に
おける見守り活動を推進
・見守り活動優良団体の知事表彰の実施（6団体1事業者を表彰）
・九州・山口統一の啓発活動の実施（九州・山口統一の見守り意識啓
発ポスターの作成（11月）及び市町村の参考となる取組事例集の更新)

2,498
ひとり暮らし高
齢者等見守り活
動推進費

高齢者地域包括ケ
ア推進課

地域包括支援セン
ターの機能強化

・地域包括支援センターにおいて実施する地域ケア会議を推進するた
めの研修会を開催

①地域包括ケア推進セミナー
（5月23日開催、受講者172名）

②地域ケア会議専門職研修
（4日間（12月）開催、受講者217名）

③地域包括ケア研修
（4日間（2月～3月）開催、受講者190名）

3,198
介護従事者確
保・養成費

高齢者地域包括ケ
ア推進課

高齢者の虐待防
止・権利擁護

・市町村及び地域包括支援センターの職員向け研修の開催
①初任職員向け研修

（6月5日、6月15日開催、受講者130名）
②管理職員・現任者向け研修

（10月18日、11月20日開催、受講者94名）

1,667
在宅老人福祉対
策費（国庫補助
事業）

高齢者地域包括ケ
ア推進課

高齢者の虐待防
止・権利擁護

・高齢者権利擁護等推進研修の実施（年2回、参加者数213人）
・身体拘束ゼロ施設見学会の実施（年10回、参加者数107人）
・身体拘束ゼロ宣言介護サービス事業所等の登録、公表（登録・公表
数40事業所）
・住宅型有料老人ホーム等職員に対する研修の実施（年3回、参加者数
193人）
・市町村職員等に対する高齢者虐待対応力向上研修の実施（年1回、参
加者数85人）

2,434

在宅老人福祉対
策費（国庫補助
事業）

住宅型有料老人
ホーム等安心点
検事業費

介護保険課
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第４次福岡県男⼥共同参画計画の具体的施策実施状況

施策・事業等名
事業
再掲

H30年度の事業等の概要・実績・成果等
H30当初
予算額
(千円)

予算事項名 所管課（室）名

障がい者雇用の促
進

・県内13ヶ所に設置している障害者就業・生活支援センターにおい
て、求職中及び在職中の障がいのある人に対して、就業及びそれに伴
う生活に必要な支援を実施（就職者数：710人）
・中小企業障がい者雇用拡大事業において、障がいのある求職者及び
障がいのある人を雇用しようとする企業の双方に対し、検討・準備の
段階からマッチングによる職業紹介、採用後の定着までの一連の支援
を実施（就職者数：205人）

129,463

障がい者雇用促
進費

障がい者就業・
生活支援事業費

中小企業障がい
者雇用拡大事業
費

労働局新雇用開発
課

障がい者の職業訓
練

・福岡障害者職業能力開発校において、施設内訓練を実施
・また、民間教育訓練期間等を活用した委託訓練を実施し障がい者の
就職を支援
・施設内訓練　・委託訓練
　入校者: 86人　 入校者:103人
　修了者: 67人 　修了者: 88人
　就職者: 54人　 就職者: 49人
　就職率:80.6%　 就職率: 55.7％

151,409

障がい者職業訓
練費

障がい者職域拡
大支援事業費

労働局職業能力開
発課

障がい者の虐待防
止・権利擁護の推
進

・福岡県障がい者虐待防止・権利擁護指導者養成研修を開催
①行政・虐待防止センター職員等コース
・開催期日：11月1日、11月6日
・参加者：41名
②障がい福祉サービス事業所 等管理者等コース
・開催期日：11月1日、11月13日
・参加者：144名

2,469
障がい者虐待防
止対策事業費

障がい福祉課（障
がい福祉サービス
指導室）

ＤＶ防止外国語
リーフレットの配
布

・外国人向けに9か国語（英、中、韓、タガログ、インドネシア、タ
イ、越、露、ポルトガル）に対応したＤＶに関する相談窓口リーフ
レットを配布

－
配偶者からの暴
力防止対策強化
費

男女共同参画推進
課

外国語による各種
情報提供

・在住外国人に役立つ相談窓口情報や国際交流イベントなどの情報を
掲載した情報誌「こくさいひろば」を、日・英・中・韓4ヶ国語で発行
（年3回、11,500部発行）

124,831
国際交流セン
ター事業費

国際局国際政策課

外国語による相談
の実施

・人権に関わる問題や法律的問題など、それぞれの内容に応じた専門
機関と連携して相談窓口を設置（相談受付件数：1,533件）

124,831
（同上）

国際交流セン
ター事業費

国際局国際政策課

地域日本語教室運
営ボランティア支
援

・専門家による講師のスキルアップ研修を実施（4回）
・日本語教室スキルアップ講座兼交流会を開催（3回）
・インターネット上の情報交換の場の提供
・「こくさいひろば」で開催される日本語教室（9団体）に会場・教材
提供、広報支援を実施。（開催回数：483回）

124,831
（同上）

国際交流セン
ター事業費

国際局国際政策課

公正採用選考啓発
・公正採用選考人権啓発指導員による事業所訪問により、公正採用選
考人権啓発推進員の設置を勧奨（設置事業所数 8,053事業所（H30年度
末現在））

7,574
中小企業労働力
確保対策費

労働局労働政策課

人権教育・啓発の
推進

・福岡県人権教育・啓発基本指針に基づく実施計画を作成。
・福岡県人権啓発情報センターにおいて、県民講座（年7回、参加者
1,888人）や人権啓発指導者セミナー（年5回、参加者1,022人）を実
施。
・行政機関や地域・企業等の依頼に基づき、専門の講師をあっせん
し、派遣（618件。うち女性・男女共同参画をテーマとしたものは23
件）

－

福岡県人権啓発
情報センター運
営費
人権啓発事業費

人権・同和対策局
調整課

生活困窮者の自立
支援

3-(3)
①

・生活困窮者が困窮状態から早期に脱却することを支援するため、県
内５カ所に福岡県自立相談支援事務所を設置し、相談支援等を実施。
（新規相談件数：1,950件）

117,962
（再掲）

生活困窮者自立
支援費

保護・援護課

女性の総合相談・
専門相談の実施

1-(1)
③

1-(2)
①

・女性の生き方や離婚・家族関係など女性が抱える広範囲な悩みに関
する総合相談（電話・面接）、専門家の助言が必要な場合には専門相
談（法律相談、就業援助相談など）を実施（総合相談（電話相談：
4,145件、面接相談：21件）、専門相談（面接相談：127件））
・女性問題にかかわる相談員研修会の実施（女性相談所と合同で実
施）

3,238
（再掲）

男女共同参画セ
ンター運営費

男女共同参画推進
課
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第４次福岡県男⼥共同参画計画の具体的施策実施状況

施策・事業等名
事業
再掲

H30年度の事業等の概要・実績・成果等
H30当初
予算額
(千円)

予算事項名 所管課（室）名

目標３　誰もが安全・安心に暮らせる社会の実現

（４）生涯を通じた男女の健康支援

①生涯を通じた女性の健康支援

生涯を通じた女性
の健康支援事業

・県内9か所の保健福祉（環境）事務所で思春期から更年期までの女性
の健康に関する相談に対応。そのうち、3ヶ所に女性の健康支援セン
ターを設置し、専用電話及び専門の医師・助産師による面接相談で対
応、6か所で健康教室を実施
（電話相談：1,462件、面接相談：1,959件
　健康教室参加者数：191名）
・医療従事者、市町村職員を対象に年1回のHTLV-1母子感染予防対策研
修会を実施
（HTLV-1研修参加者：88名）

1,247 母子保健指導費 健康増進課

がん検診受診率向
上対策事業

がん検診促進事業

・検診受診率向上に取り組む事業所の事例報告をより県民に訴求する
大会へと拡大。平成３０年度は専門医による講演や女性タレントのが
ん体験談を通してがん検診の重要性を発信
・働く世代をがんから守るがん検診推進事業所の登録（H31年3月末
3,506事業所）
・検診機関や福岡県がん対策推進連携協定締結企業等と街頭啓発等を
実施
・子宮頸がんの検診啓発リーフレットを市町村を通じて成人式等で配
布
・受診者の利便性を図るため、特定健診とがん検診を同時に受診でき
る総合健診を推進し、平成30年度に県内全60市町村で実施達成
・働く世代が受けやすい日時、場所に出向いたがん検診の実施
・県内中学校にがん経験者等を講師として派遣するがん教育を38校で
実施。大切な人へのメッセージカードを贈ることでがん検診受診を勧
奨

○がん検診受診率（平成28年）
（男女）
　　胃がん：38.2%、肺がん：40.9%、大腸がん：36.4%
（女性のみ）
　　子宮頸がん：37.9%、乳がん：40.9%

17,930 がん対策推進費
がん感染症疾病対
策課

がん検診受診率向
上対策事業

がん検診促進事業

・健（検）診受診率の向上を取組みの柱の一つとする「ふくおか健康
づくり県民運動」を推進。

・健（検）診受診率向上のため、中小事業所に健康づくり実践アドバ
イザーを派遣。（派遣実績：95事業所　支援回数：141回）

29,157
健康づくり県民
運動事業費

健康増進課

自殺防止総合相談
窓口

3-(4)
③

・民間団体への委託により、24時間365日対応の自殺予防ホットライン
を設置運営し、相談対応を実施（相談件数：1,848件）

6,406 自殺対策事業費
健康増進課（ここ
ろの健康づくり推
進室）

心の健康づくり推
進事業

3-(4)
③

・県内9か所の保健福祉（環境）事務所及び精神保健福祉センターで思
春期に関する相談対応を実施
（電話相談：259件、面接相談：103件）

12,909
心の健康づくり
推進費

健康増進課（ここ
ろの健康づくり推
進室）

②妊娠・出産の健康支援

子育て支援電話相
談事業（にんしん
ＳＯＳふくおか）
の実施

・年末年始を除き、毎日妊娠・育児に関する悩みや不安の相談を受け
る「にんしんＳＯＳふくおか」を実施し、メール相談も受付
（電話相談：15,582件、メール相談：2,209件）

4,650 母子保健指導費 健康増進課

周産期医療対策事
業

・福岡地域の周産期母子医療センター及び協力病院で、スマートフォ
ンによる受入可否情報の共有化を行うとともに、母体搬送調整を行う
母体搬送コーディネーターの設置
・周産期母子医療センター運営費及び医療機器等設備導入の補助（運
営費補助：福岡大学外 8件、設備導入補助：飯塚病院外 6件）

501,183

周産期医療対策
事業費

周産期医療施設
等設備整備費補
助金

医療指導課

不妊治療等支援事
業

・医療保険が適用されず、高額な医療費が必要となる不妊治療につい
て費用の一部を助成。平成28年1月から、初回治療のみ助成金を上乗せ
し、男性不妊治療も助成の対象とした。
　（助成件数：1,976件）

423,685
不妊治療等支援
事業費

健康増進課
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第４次福岡県男⼥共同参画計画の具体的施策実施状況

施策・事業等名
事業
再掲

H30年度の事業等の概要・実績・成果等
H30当初
予算額
(千円)

予算事項名 所管課（室）名

エイズ・性感染症
対策の推進

・保健福祉（環境）事務所において、HIV・エイズを含む性感染症に関
する相談・検査日を定例で設けているほか、6月の検査普及週間及び12
月の世界エイズデーに合わせ、夜間・休日を含めた臨時の検査や啓発
キャンペーンを実施した。

検査の結果、陽性と判明した者を医療につなげることができた。
（検査相談件数）

エイズ　　他性感染症
・相談件数 238件 142件
・検査件数  1,568件    3,581件

・HIV・エイズを含む性感染症の発生動向や疾病の知識、感染予防等を
県ホームページに掲載し周知を図っている。

16,258
エイズ予防対策
費

がん感染症疾病対
策課

学校における性に
関する指導の充実

　学校における性に関する指導を充実させるために、県指導主事等研
修会、県立学校等保健主事研修会、新規採用養護教諭研修、教職経験5
年経過養護教諭研修、中堅教諭等資質向上研修（養護教諭）において
「性に関する指導の考え方・進め方」について説明した。（延べ228
名）
　参加者からは、児童生徒の発達段階を踏まえた指導の必要性をはじ
め、指導上の留意事項を理解することができたとの感想が得られた。

－ －
教育庁体育スポー
ツ健康課

③男性の心身の健康維持の推進

がん検診精度管理
事業（集団検診協
議会）

※ 男性に関連するもの（男女に係るものを含む）
・集団検診協議会及び各種がん検診部会において、がん検診の受診率
や精度管理に関する協議を実施
・検診の質の向上（精度管理）のため、各種講習会等を実施
・胃内視鏡検査医師の養成研修を実施

○がん検診受診率（平成28年）
（男女）胃がん：38.2%、肺がん：40.9%、大腸がん：36.4%

－

がん対策推進費

健康診査管理指
導事業費

がん感染症疾病対
策課

自殺防止総合相談
窓口

3-(4)
①

・民間団体への委託により、24時間365日対応の自殺予防ホットライン
を設置運営し、相談対応を実施（相談件数：1,848件）

6,406
（再掲）

自殺対策事業費
健康増進課（ここ
ろの健康づくり推
進室）

心の健康づくり推
進事業

3-(4)
①

・県内9か所の保健福祉（環境）事務所及び精神保健福祉センターで思
春期に関する相談対応を実施
（電話相談：259件、面接相談：103件）

12,909
（再掲）

心の健康づくり
推進費

健康増進課（ここ
ろの健康づくり推
進室）

④女性のスポーツ活動の推進

女性がスポーツに
親しむためのプロ
グラムの提供

・総合型地域スポーツクラブ会員の実態に応じて、ヨガ、社交ダン
ス、ストレッチ教室等の女性の関心が高い健康づくりのためのプログ
ラムを実施

1,001
総合型地域ス
ポーツクラブ設
立推進費

スポーツ振興課

女性のニーズを理
解したスポーツ指
導者の育成・配置
促進

・研修委員会において、女性や子育て世代等のスポーツについて、女
性の声をいかした研究開発を実施
・女性をターゲットにした研修会やスポーツイベントを実施

3,850
スポーツ推進助
成費

スポーツ振興課

スポーツ団体にお
ける女性役員等の
登用促進

・スポーツ推進審議会における女性委員の積極的登用（委員25名中11
名の女性委員を登用（女性比率44%）(※H30.4.1現在）

283
福岡県スポーツ
推進審議会費

スポーツ振興課

女性アスリートの
育成

・2020東京オリンピックに向けて、女性アスリートの発掘･育成･強化
を推進するために、練習環境の整備、県外遠征の実施、指導者や選手
の招聘を行った。その成果として、第71回国民体育大会から実施され
た女子新種目において、第73回大会は２位となり、上位入賞の実績を
残している。また、国内の優れた指導者を招聘して研修会を開催し、
指導者の資質向上を図ることができた。

5,379
女性アスリート
育成事業費

教育庁体育スポー
ツ健康課
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第４次福岡県男⼥共同参画計画の具体的施策実施状況

施策・事業等名
事業
再掲

H30年度の事業等の概要・実績・成果等
H30当初
予算額
(千円)

予算事項名 所管課（室）名

目標４　男女共同参画社会の実現に向けた意識改革・教育の推進

（１）意識改革のための啓発推進

男女共同参画
フォーラムの実施

※「あすばる」社会参画環境整備事業
・男女共同参画社会の実現に向けて、更なる県民活動の促進・交流及
び意識啓発を図るため、関係機関とも連携し、「あすばる男女共同参
画フォーラム2017」を開催した。
　（H30.11.24、参加人数：3,469人）

2,731
男女共同参画セ
ンター運営費

男女共同参画推進
課

福岡国際女性シン
ポジウムの開催

1-(1)
④

・国際社会において女性が置かれている現状について理解を深めると
ともに、グローバルな視点から女性の活躍は社会の発展や成長に付加
活であるとの認識を広めるためのシンポジウムを開催（参加者：259
人）

7,268
（再掲）

福岡国際女性シ
ンポジウム

男女共同参画推進
課（女性活躍推進
室）

男女共同参画表彰
の実施

・「社会における女性の活躍推進」、「困難な状況にある女性の自立
支援」、「女性の先駆的活動」の3つの活動部門で表彰を実施（H30年
度：計6件表彰）

388

男女共同参画推
進条例事業費
（男女共同参画
表彰事業）

男女共同参画推進
課

県広報媒体におけ
る男女共同参画情
報発信

・男女共同参画社会について、下記の媒体により県民に対し広報啓発
を実施

・県だより21件
・グラフふくおか7件
・県からのお知らせ（新聞定期広告）13件
・広報番組（テレビ）16件
・広報番組（ラジオ）29件
・インターネットテレビ 6件
・特別広報（新聞・雑誌不定期広告等）7件

－

印刷広報費

視聴覚広報費

特別広報費

県民情報広報課

男女共同参画情報
の発信

※「あすばる」情報・調査事業
・情報誌「あすばる～ん」やニューズレターなどの広報媒体に、ライ
ブラリーの蔵書情報を掲載
・男女共同参画や女性活躍に関する最新図書をライブラリーに収集
・インターネットを活用して、男女共同参画に関する講座・セミナー
案内、相談案内などの情報を提供
・各分野で活躍する県内の女性ロールモデル等の情報を収集し、ホー
ムページ等で発信
・ライブラリー入館者数:54,611人
・貸出利用者数:3,911人
・企画展示による書籍等紹介：７回実施
・季刊情報誌「あすばる～ん」

年4回、累計32,000部発行
・あすばる定期便

年６回、累計41,000部発行
・ホームページアクセス数：123,132件
・登録ロールモデル数：330人（H31.3月末現在）

7,312
男女共同参画セ
ンター運営費

男女共同参画推進
課

男女共同参画の視
点に立った行政広
報の推進

・福岡県男女共同参画行政推進会議幹事会において、「行政広報物に
おける表現のガイドライン」を配付・説明

－ －
男女共同参画推進
課

（２）男性の意識改革の促進

男性の子育て応援
事業

・男性などを対象とする子育て支援セミナー等の市町村の取組みに対
して助成（助成市町村：1市1町）

57,000
子育て応援社会
づくり推進 事業
費

子育て支援課

企業における女性
の活躍推進

1-(1)
①

1-(1)
④

・企業や団体等が女性の登用促進や働きやすい環境整備などのために
実施する研修等に講師を派遣（のべ26回）
・企業の経営者や人事労務担当者を対象として、自社の課題を把握し
て改善につなげるセミナーを開催するとともに（参加者：76人）、企
業に対して個別に社会保険労務士等の専門家を派遣し、取組を支援
（のべ37回）
・「よくわかる女性活躍支援の手引き」の作成（増刷：2,000部）
・県内の経済団体、業界団体等における業界や分野固有の課題解決を
目指す取組に対して助成（4団体）
・県内企業の取組事例等を発信する「福岡県女性の活躍推進ポータル
サイト」の運用
・若手女性従業員のキャリアアップに対する意欲を高め、管理職とな
る女性人材の裾野を広げるセミナーを開催（参加者：88人）

11,089
（再掲）

企業における女
性の活躍推進費
（企業の女性活
躍応援事業、企
業等の女性活躍
推進のための取
組支援）

男女共同参画推進
課（女性活躍推進
室）
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第４次福岡県男⼥共同参画計画の具体的施策実施状況

施策・事業等名
事業
再掲

H30年度の事業等の概要・実績・成果等
H30当初
予算額
(千円)

予算事項名 所管課（室）名

（３）学校教育における男女共同参画の推進

①男女共同参画を推進する教育の実施と教職員等への理解促進

男女共同参画教育
の推進

・男女共同参画教育を教育課程に位置付け、学校の教育活動全体を通
して実施していくよう市町村へ指導・助言
・「男女共同参画教育～指導の手引～」（平成３１年３月改訂版）を
義務教育課ホームページで公開(H31.3.29）

－ － 教育庁義務教育課

男女共同参画教育
の推進

・男女共同参画教育推進のための「教師用指導の手引」の活用 － － 教育庁高校教育課

男女共同参画教育
の推進

・男女共同参画教育の教育課程への位置づけや学習内容の検討・確
立、及び男女平等観に立った教育、道徳、特別活動、総合的な学習の
時間の内容と指導法の充実について、文部科学省及びその他関係機関
の周知依頼等によって、随時情報提供。

－ －
私学振興・青少年
育成局私学振興課

家庭科等の学習内
容・方法の充実

・福岡県指導主事等研修会家庭科部会において「家庭科・技術家庭科
家庭分野の学習指導の工夫・改善のための方策」を周知（年3回実施）

－ － 教育庁義務教育課

家庭科等の学習内
容・方法の充実

・高等学校家庭科の学習において、家庭の役割についての授業内容や
指導方法の研究・実践の推進（家庭科研究会研修会：H30.6.21、公開
研究授業：H30.11.14）

－ － 教育庁高校教育課

家庭科等の学習内
容・方法の充実

・学校における家庭科の学習内容・方法の充実について、文部科学省
及びその他関係機関の周知依頼等によって、随時情報提供。

－ －
私学振興・青少年
育成局私学振興課

校長等管理職への
男女共同参画の理
解促進

・校長等管理職研修会において、男女共同参画の基本理念等について
の講話を実施
（新任校（園）長128名、新任教頭168名を対象に実施）

－ － 教育庁義務教育課

校長等管理職への
男女共同参画の理
解促進

・校長研修会において男女共同参画推進に向けての取組みについて伝
達（H30.7.4開催）

－ － 教育庁高校教育課

校長等管理職への
男女共同参画の理
解促進

・福岡県私学協会の主催する各種研修会に随時情報提供及び助言 － －
私学振興・青少年
育成局私学振興課

男女平等の視点に
立った学校内慣行
の見直し

・体育的行事等での配慮事項について調査を実施
・男女混合名簿の使用状況等の調査を実施

－ － 教育庁義務教育課

男女平等の視点に
立った学校内慣行
の見直し

・教育指導計画内で生徒名簿の形式調査（H30.4）
男女混合名簿使用
全日制19.4％（93校中18校）
定時制90.9％（22校中20校）

－ － 教育庁高校教育課

男女平等の視点に
立った学校内慣行
の見直し

・文部科学省及びその他関係機関の周知依頼等によって、随時情報提
供。

－ －
私学振興・青少年
育成局私学振興課

人権教育・啓発の
推進

・管理職研修等の主管研修、学校要請の教職員研修等における研修会
資料集の活用
・人権教育指導者向け学習資料「KARA FULL」の作成・配布（年3回発
行、各11,600部作成、県内の市町村、公民館、学校等に配布）
・所管する以下の研修会で実施。

福岡県教育庁人権・同和問題啓発推進員研修会　　2回
市町村社会人権・同和教育担当初任者研修会 1回
福岡県教育庁職員同和問題啓発強調月間研修会　　8回
人権教育コーディネーター養成講座　5回
福岡県人権教育研修会　3回

5,938

人権・同和教育
啓発事業費

 社会人権教育
研修事業費

教育庁人権・同和
教育課
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第４次福岡県男⼥共同参画計画の具体的施策実施状況

施策・事業等名
事業
再掲

H30年度の事業等の概要・実績・成果等
H30当初
予算額
(千円)

予算事項名 所管課（室）名

②男女共同参画の視点に立ったキャリア教育・進路指導の推進

キャリア教育・進
路指導の充実

・キャリア教育担当指導主事連絡協議会への参加、職場体験・イン
ターンシップ実施状況調査、キャリア教育に係る重点課題研究の推進

－ － 教育庁義務教育課

キャリア教育・進
路指導の充実

・新任進路指導主事研修会（H30.4.20)及び進路指導主事研修会
(H30.5.24、H30.9.5)の実施

－ － 教育庁高校教育課

キャリア教育・進
路指導の充実

・文部科学省及びその他関係機関の周知依頼等によって、随時情報提
供

－ －
私学振興・青少年
育成局私学振興課

高校生キャリア教
育推進事業の実施

・生徒の勤労観・職業観の育成を目指したキャリア教育を推進（H30イ
ンターンシップ・就業体験等の体験率43.7%）

1,534
高校生キャリア
教育推進費

教育庁高校教育課

勤労教育、就労体
験の促進

・各小・中学校における職場体験学習を促進 － － 教育庁義務教育課

勤労教育、就業体
験の促進

・県立高等学校及び中等教育学校（後期）の全校実施に向けて各校に
周知を図り、インターンシップの充実・推進

－ － 教育庁高校教育課

勤労教育、就労体
験の促進

・福岡県庁私立高校生インターンシップ事業において、私立高校生を
県庁で受け入れ（7月23日～27日：5名受入、8月20日～24日：6名受
入）

－ －
私学振興・青少年
育成局私学振興課

県内国立大学との
連携・協力

・九州大学と連携した「ふくおか高校生知の創造塾」において、女性
の研究者をファシリテーターに採用

－ － 教育庁高校教育課

女性の進路・職業
選択多様化推進

1-(1)④
・女子生徒の理工系等への関心を高め、進学や就職を促進するため、
事業所や研究所の見学や女性の技術者・研究者等との交流を実施（7
回、参加者：243人）

1,899
（再掲）

若年者意識啓発
推進費（女子中
高生の進路選択
応援事業）

男女共同参画推進
課（女性活躍推進
室）

第１部　基本的考え方

計画の進捗管理
・本計画の関連する事業の実施状況や目標の達成状況をとりまとめた
平成30年度福岡県男女共同参画白書を作成（650部）

940
男女共同参画推
進事務費

男女共同参画推進
課

第３部　推進体制

福岡県男女共同参
画審議会

・昨年度の取組内容及び今年度の実施事業について報告
・福岡県男女共同参画表彰の受賞者を選定
（審議会２回、表彰部会１回開催）

652
男女共同参画推
進事務費

男女共同参画推進
課

福岡県男女共同参
画センター「あす
ばる」

【情報・調査事業】
・図書等の収集・提供、情報紙誌の作成・発行、ホームページ等によ
る情報提供、ロールモデルの発掘、紹介
【相談支援事業】
・総合相談や専門相談の実施、女性相談関係機関との連携推進
【人材育成事業】
・行政職員のための男女共同参画セミナー、ふくおかいきいき塾及び
ふくおかいきいき塾終了生向けフォローアップ講座、女性活躍推進に
向けた企業内研修支援等の実施
【社会参画環境整備事業】
・あすばるフォーラム開催、女性による元気な地域づくり応援事業の
実施、福岡県男女共同参画推進連絡会議（愛称：ふくおかみらいねっ
と）」の支援等

119,248
男女共同参画セ
ンター運営費
（人件費含む）

男女共同参画推進
課

市町村との連携
・県と市町村の緊密な連携を図り、県内における男女共同参画行政施
策を一層推進するため、会議を開催（平成30年5月9日開催）

24
男女共同参画推
進事務費

男女共同参画推進
課
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第２部　福岡県男女共同参画計画

３　第４次福岡県男女共同参画計画の具体的施策実施状況（平成３０年度）


